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研究成果の概要：消費者の信頼を取り戻すための手段としてトレーサビリティの導入が進め

られている。トレーサビリティシステムの導入にあたっては，食の安全・安心に関する情報提

供のあり方が課題として指摘されてきた。安全は食品属性の問題であり，安心は消費者にいか

なる情報を提供するかという意味で情報の問題である。本研究では、消費者へのアンケート調

査から、食の安心に影響を及ぼす要因について分析し、食の安全確保のためのしくみづくりに

ついての基礎的な情報の提供を行なった。 
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１．研究開始当初の背景 

現在，我が国では大きく損なわれた消費者
の食に対する信頼をいかにして回復するか
が緊急の課題とされている。消費者の信頼を
取り戻すための手段としてトレーサビリテ
ィの導入が進められていることは周知の事
実である。トレーサビリティシステムは情報
の信頼性が前提となって機能するが，どのよ
うな情報をどのようにして提供すべきかに
ついては，国内外で議論が交わされていると
ころである。安全は食品属性の問題であり，
安心は消費者にどのような情報を提供する
か，という情報の問題である。しかしながら，

消費者がどのような情報の提供を受けたと
きに安心を感じるのかについての実証的な
研究は十分に行なわれていない。 
 
２．研究の目的 
これまでの食の安全に関する消費者意識

調査では、消費者が安心を感じるのは，的確
な情報が与えられた時なのか，あるいはメー
カーブランドや店舗のブランドを半ば盲目
的に信頼しているのか，パッケージのデザイ
ンやロゴ等によるものなのか，それらの認識
は品目によって異なるのか否か等，情報提供
の基盤となる消費者心理に関する知識を整



理しないままに分析が行なわれてきた。 
本研究はこのような既往研究の課題を克

服し，食品安全性に関する新たな視点を見出
し、それに基づいた安全システムの概念を構
築することを目指している。さらに、単にア
ンケート調査を行うだけではなく，その回答
の背景となっている文化的・心理的メカニズ
ムの違いについて踏み込んだ分析を行うこ
とを分析の柱としている。 

本研究の成果は、トレーサビリティシステ
ムにおいて消費者に提供されるべき情報を
明らかにするとともに，より適切な情報を，
効果的な方法で消費者に提供することによ
り，食品に対する信頼感の回復に寄与しうる
制度設計の方向性を提示する。また，「安心」
に対する消費者の需要を解明することによ
り、生産情報の公表を要求されることに対す
る生産者の不安や，食品加工業者の情報開示
に対する懸念を取り払うこともできると考
える。 
 
３．研究の方法 
消費者の食に対する「安心」に関するアン

ケート調査を、下記に示す通りに実施した。 
 
（1）日本 
実施時期：2005 年 11 月～12 月 
対象：関東在住の消費者 
配布数：3544 件 
回収数：872 件 
 
実施時期：2006 年 7 月 
対象：千葉県在住の消費者 
配布数：2000 件 
回収数：548 件 
 
実施時期：2007 年 10 月～11 月 
対象：共栄大学学生 
回収数：133 件 
 
実施時期：2008 年 3 月～10 月 
対象：千葉県松戸市在住の消費者 
回収数：238 件 
 
 
（2）アメリカ 
実施時期：2007 年 10 月～11 月 
対象：アメリカ・フロリダ州立大学学生 
回収数：136 件 
 
実施時期：2008 年 3 月～10 月 
対象：アメリカ・フロリダ州在住の消費者 
回収数：300 件 
 
（3）中国 
実施時期：2008 年 3 月～10 月 
対象：中国・北京市在住の消費者 

回収数：265 件 
（4）アイルランド 
実施時期： 
対象：アイルランド・ゴールウェイ在住の消

費者 
回収数：137 件 
 
４．研究成果 
（1）関東在住の消費者を対象としたアンケ
ート調査から、アメリカ産牛肉の消費行動に
ついて分析を行なった。分析の結果、明らか
になった点は、次に示す通りである。 
第 1に、牛肉に対する安全性のリスク認知

の構造は、アメリカ産牛肉と国産牛肉では異
なっていた。 
第 2に、アメリカ産牛肉の BSE 感染への不

安感の高い属性は、女性、中高齢者、高学歴、
農村地域在住であることが示された。これら
の属性の消費者に対する情報提供が、BSE リ
スクへの不安を解消する上で重要な課題と
なる。 
第 3 に、BSE リスクへの不安を解消する上

でのマスメディアの情報の有効性が示され
た。 
 
（2）関東在住の消費者を対象としたアンケー
ト調査から、消費者の農産物（野菜）の安全
性確保のための行動について分析を行なった。
明らかになった点は、次に示す通りである。  
第1に、消費者が重視する野菜の安全性確保

対策は、「要求・ネットワーク型」、「一般
型」、「自立型」に分類できた。「要求・ネ
ットワーク型」の回答者は、安全な野菜を手
に入れるための対策として、農家の探索、情
報収集、要求、普及、学習といった行動を重
視している。「一般型」の回答者は、安全な
野菜を手に入れるための対策として、特に積
極的な行動を起こそうとはしない傾向にある。
「自立型」の回答者は、安全な野菜を手に入
れるための対策として、農家の探索、普及・
学習、自家栽培、安全な店での購入を重視し
ている。 
第2に、「要求・ネットワーク型」、「自立

型」のいずれを選ぶかはライフステージの違
いが影響を及ぼしていることが示された。「要
求・ネットワーク型」は、30歳以下の若い消
費者により支持されているのに対し、「自立
型」は30代の子育て中の女性により支持され
ていた。 
第3に「要求・ネットワーク型」と「自立型」

を支持する消費者は、「一般型」の消費者に
比べ、農業をめぐる多様な問題意識を有して
いることが示された。この傾向は「自立型」
を支持する消費者において特に顕著であった。   
消費者の主体的な食の安全性確保を推進す

るためには、社会的な属性、ライフステージ、
農業に対する意識の多様性を考慮する必要が



ある。 
 
（3）千葉県在住の消費者を対象としたアン
ケート調査から、漬物の消費行動に関する分
析を行なった。明らかになった点は、次に示
す通りである。 

第 1に、国産原料を用いた漬物の購入頻度
は、生鮮野菜や果実と同様の傾向を示してい
た。また、漬物を購入する際の原料原産地へ
の関心は、生鮮野菜や野菜加工品に比べ高い
ことが示された。 

第 2 に、消費者の漬物購買行動は、「輸入
品購入型」、「無差別型」、「漬物非購入型」、「国
外産非購入型」の 4つに分類できた。 

第 3 に、「国外産非購入型」の回答者の特
徴は、女性や高齢者であること、子どもが多
いことであり、「輸入品購入型」、「無差別型」
の回答者の特徴は、男性、若年層や中年層、
農山漁村居住者であった。 

第 4に、男性や若い年齢層では、原料原産
地にこだわらず漬物を購入しているが、女性
や高齢者では、輸入原料野菜を用いた漬物は
あまり購入せず、国産、もしくは地域産の漬
物を選択的に購入すること、農村地域に居住
する消費者は無差別に漬物を購入すること
が示された。 
 
（4）アメリカと日本の学生を対象としたア
ンケート調査から、日米両国の食品安全意識
に関する比較分析を行なった。明らかになっ
た点は、次に示す通りである。 

第 1 に、BSE や GMO など個別の食品安全問
題については、日本の消費者（学生）の心配
度は高く、アメリカとの差が示された。一方、
食品安全性全般への意識については、それほ
ど大きな差はなかった。また、当初アメリカ
で心配度が高いと思われたカロリーに関し
ても、両国間に差はなかった。 

第 2に、食品安全性において信頼できる国
として、自国（居住国）をあげる者が日米と
もに最も多く、次にアメリカでは隣国のカナ
ダ、日本では BSE の発生していないオースト
ラリアであった。このことから、安全性に関
する情報量が信頼度に影響を与えているこ
とが推測できた。第 3に、食品安全性が最も
信頼できない国としては、アメリカではメキ
シコ、日本では中国があげられていた。この
結果は、検閲所における輸入農産物の違反数
と符合していることから、マスコミ等による
違反報道が影響しているものと考えられる。
第 4に、生鮮野菜（タマネギ）の安全性意識
については、日本の学生はアメリカの学生よ
りも地元産品に対する評価が高く、逆に輸入
品に対する評価が大変低かった。第 5に、ア
メリカの学生は経済問題に、日本の学生は環
境問題に対する意識が高く、両国の学生とも
農業に対する保護貿易に関しては肯定的な

意識を表明していた。 
 
（5）日本、中国、アメリカ、アイルランド
における消費者を対象としたアンケート調
査から、食品の「安心」に関する意識の国際
比較を行なった。明らかになった点は、次に
示す通りである。 
第 1に、食品安全性に対する不安度は、日

本＞アメリカ＞中国＞アイルランドの順で
あった。第 2に、他国ではそれほど不安視さ
れていない牛肉や冷凍食品に対する不安度
が日本では高くなっていた。第 3に、不安原
因として、他国では添加物や家畜用薬剤があ
げられたが、日本では残留農薬があげられて
いた。第 4に、日本では、加工段階など、フ
ード・チェインにおける川上側に対する不安
度が高くなっていた。第 5に、いずれの国に
おいても、中国やアメリカから輸入される食
品に対する不安度が高くなっていた。第6に、
日本やアメリカでは政府による安全性に関
する規制・監視が不十分であると考えられて
いた。第 7に、食材を頻繁に購入しているこ
とや、女性であること、年齢や学歴が高いこ
とのほか、日本や中国に居住していることが、
不安度の高い回答となる確率を高めていた。 
 
（6）アイルランドにおける食品安全政策と
消費者意識について分析を行なった。明らか
になった点は、次に示す通りである。 
アンケート調査から、食品の安全性の不安

感については、抗生物質やホルモン剤、残留
農薬、食品添加物、BSE といった項目につい
て消費者の意識が高いことが示された。さら
に、食品安全確保のための取り組みについて
は、政府の規制や監視体制、食品安全情報の
提供といった政府等の公的機関が担うべき
取り組みに対して、消費者の不満度が高いこ
とが明らかとなった。この食品安全確保のた
めの取り組みの不満度の要因分析を行なっ
た結果、公的機関の対応への不満度が高い消
費者の特徴として、食品不安度が高いこと、
若い世代であること、食品の購入頻度が低い
ことが示された。一方、公的機関以外の生
産・流通業者の取り組みへの不満度が高い消
費者の特徴として、食品の購入頻度が高いこ
と、世帯サイズが小さいことが示された。 
アイルランドの消費者の食品安全意識の

特徴としては、特に抗生物質やホルモン剤に
対する安全意識が相対的に高いことを指摘
できる。この背景として、アイルランドでは
畜産品の生産量や消費量が多いことを指摘
できる。日本国内において研究メンバーは同
様の消費者意識調査を行なっているが、この
結果によると、日本の消費者は残留農薬や食
品添加物に対する安全意識が強いことが示
されている。中国からの輸入野菜や食品にお
ける残留農薬問題の影響を反映させた結果



となっている。わが国の消費者の食品安全意
識と比較した場合、経済的、あるいは社会的
な条件を背景とし、両国の消費者意識には違
いが確認できる。 

アイルランドでは、’90 年代の経済成長によ
る所得向上を背景として、消費者の食の安
全・安心に対する意識は高まりつつある。こ
ういった社会的な条件の成熟は、近年のアイ
ルランドにおける食品安全政策の推進に少
なからず影響を与えているものと考えられ
る。今後のアイルランドにおける食品安全政
策の展開を考える上では、次に示す条件に特
に留意する必要があると考えられる。 

第 1に、消費者の多様な食品の安全・安心
ニーズに応えうるような政策や制度のさら
なる整備が求められる。現在、アイルランド
では、牛肉トレーサビリティや品質表示等の
取り組みについては成果を上げつつある。し
かし、国内有機農業の振興については、EU 国
内において低位な水準に位置している。一方、
消費者サイドにおいては、残留農薬問題や有
機農産物に対する意識や関心は高まりつつ
ある。アイルランドでは、消費者の食の安
全・安心への関心の多様化（食品の品質、ト
レーサビリティ、農薬問題等など）に対応で
きる政策設計が求められていると言える。第
2 に、アイルランドの食品安全政策では、原
産地表示制度の導入や地域ブランド振興に
関する政策的支援への認識が高まっている。
アイルランドでは、消費者は、国レベルの範
域を「地域」として認識する傾向にある。こ
のため、消費者サイドにおける地域ブランド
成立の条件を改善するための取り組みが求
められると言える。 
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